
都道府県推進計画 

 

都道府県名 岡山県 

 

計画期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 10 年３月 31 日 

平成 26 年度末までに都道府県計画に則して実施した活性化事業の総括・評価 

（１）消費生活相談体制 
○管内市町村 

県内全ての市町村で消費生活相談に対応できる窓口を整備しているが、平成２０年度は消

費生活センターを設置している自治体は３市（岡山市、倉敷市、津山市）にとどまっていた。

その後、基金を活用して、平成２２年度に笠岡市、２３年度には浅口市、真庭市が、それぞ

れ消費生活センターを新設したところである。 
 

○都道府県 
県では、消費生活センターを１か所（分室１か所）設置しており、平成１７年９月からは、

開所日を火曜日～日曜日に変更し、土曜日・日曜日の相談体制を整えている。また、県消費

生活相談員の市町村への派遣等により、市町村の相談窓口強化に向けた支援を行っている。 
 
（２）消費生活相談件数等 
○管内市町村 

全市町村に消費生活センター又は消費生活相談窓口が設置されたことで、市町村での相談

受付件数が大幅に増加した。 
＜市町村受付件数＞  

  平成２１年度 ７，３６８件 → 平成２５年度 ９，８５２件 
○都道府県 

県センターでは、高度なノウハウ等を必要とする複雑・困難事案への対応力を高め、市町

村の相談体制をサポートするよう努めている。管内市町村の消費生活相談窓口が整備された

ことで、相談総数に対する県センターの受付割合は減少傾向となっている。特に、センター

を設置した市では、その傾向が顕著である。 
＜相談受付割合＞ 
平成２１年度 県受付分 ５８．２％ → 平成２５年度 県受付分 ５３．４％ 
 

「地方消費者行政強化作戦」への対応 

＜政策目標１＞相談体制の空白地域の解消 
県内全ての市町村で消費生活相談に対応できる窓口を整備したが、相談員や相談業務を行う職

員のレベルアップを図る。 
＜政策目標２＞相談体制の質の向上 
２－１ 消費生活センター設立促進 
・ 平成 27 年度に井原市が、平成 28 年度に総社市が、平成 29 年度に赤磐市及び瀬戸内市が消費

生活センターを設置し、人口５万人以上の市６市のうち５市には消費生活センターが設置され



た。人口５万人以上の６市全てに、人口５万人未満の市町村 50％以上に対して、消費生活セ

ンター設置を含めた相談体制強化を働きかける。 
２－２ 管内自治体の 50％以上に相談員を配置 
・ 現在 13 市町（約 48.1％）に専任の相談員を配置しているが、研修等の実施により消費生活相

談ができる人材を育成し、相談体制の基盤の強化・充実を図る。 
２－３ 消費生活相談員の資格保有率を 75％以上に引き上げ 
・ 交付金等の活用により相談員の養成、スキルアップの取組を支援する。 
２－４ 消費生活相談員の研修参加率を 100％に引き上げ（各年度） 
・ 交付金等の活用により相談業務従事者の県内外の研修への参加を支援する。 
・ 県センター主催の研修を年数回定期的に開催する。 
＜政策目標３＞適格消費者団体の空白地域解消 

平成 27 年度に適格消費者団体として 1 団体が認定された。今後、制度の周知と特定適格消費

者団体設立に向け団体の活動を支援する。 
＜政策目標４＞消費者教育の推進 
・ 「第 3 次岡山県消費生活基本計画」（H28―H32・消費者教育推進計画の位置づけを併せ持つ）

に基づき、ライフステージに応じた体系的な消費者教育、消費者教育のための人材育成、関

連施策との連携等の取組を推進する。 
・ 県消費生活センターに消費者教育コーディネーターを１名配置し、市町村の取組支援や関係

機関との連携を進める。 
＜政策目標５＞「見守りネットワーク」の構築 
・ 人口 5 万人以上の市への「消費者安全確保地域協議会」設置を目指す。 
・ 地域での高齢者等の消費者被害防止に携わる者を対象とした講座の実施等を通じて、地域の

見守りネットワークづくりを進める。 

消費者行政推進の方針 

＜平成 27 年度から平成 29 年度までの方針＞ 
・ 「地方消費者行政強化作戦」を達成するため、地方消費者行政推進交付金等を活用し、管内市

町村に対して働きかけを行う。 
・ 管内市町村の消費生活相談体制の水準向上に向けた取組、地域の見守りネットワークづくり、

PIO-NET の設置等への支援を継続的に実施する。 
 
＜平成 30 年度以降の方針＞ 
・ 平成 29 年度までに整備した管内市町村の消費生活相談体制を維持する。 
・ 管内市町村の消費生活相談体制の水準向上のため、管内市町村の消費生活相談員を対象とした

研修会等を継続して実施する。 
・ 啓発事業については、管内市町村と連携してより効果的な取組を模索しつつ、交付金等活用期

間経過後も行う事業を精査していく。 
 

消費者行政推進の方針に則して取り組む施策、目標 

・ 消費生活相談員等を対象とした習熟度に応じたレベルアップ研修会等を開催するとともに、消

費生活相談員の資格取得を奨励する。（平成 29 年度～令和 7 年度） 



・ 消費生活相談や消費者教育に関する人材を登録し、各市町村の業務や地域のネットワーク構築

への支援を図る。（平成 27 年度～平成 30 年度） 
・ 幼児期から高校、大学等の若年層に対する消費者教育を体系的に展開するため、行政、消費者

団体、教育関係者等と連携して、教育プログラムを開発する事業を実施する。（平成 27 年度～

平成 29 年度） 
・ 消費者トラブルの防止など、地域で障害のある人の安全安心な消費生活を支えるため、消費生

活センターと関係団体・支援機関等との連携・協働の下に、障害特性に配慮した消費者教育教

材の開発や研修等に取り組みながら、消費生活相談を含む幅広い支援ネットワークの構築を目

指す。（平成 30 年度～令和 2 年度） 
・ 消費者問題に関するシンポジウムの開催など、消費者団体訴訟制度を周知し、適格消費者団体

の活動を支援する。（平成 28 年度～令和 2 年度） 
・ 民法改正による成年年齢引き下げに向け、若年者への消費者教育をテーマとして消費者庁との

共催により、「地方消費者フォーラム」を開催する。（令和 2 年度） 

その他特記事項 

 
・平成 28 年 3 月に「第 3 次岡山県消費生活基本計画」を策定（平成 31 年 3 月変更）し、４つの

基本目標と１６の重点目標、３つの重点施策を設定した。重点施策については、目標値を設定

し取り組む。 
 

(1) 消費者教育の推進 

指標項目 現況値 目標値（R2） 

消費生活セミナーの受講者数 
（H26 年度） 

6,843 人 
 

7,000 人/年度 

教員向け消費者教育講座の受講者数 
（H26 年度） 

68 人 
 
350 人(5 年累計) 

実践的な消費者教育教材を活用した授業等を

実施する公立の高等学校等の割合 
－ １００％ 

(2) 地域における消費者問題解決力の強化 

指標項目 現況値 目標値（R2） 

市町村消費生活センターの設置市町村数 
①人口５万人以上の市(６市) 
②人口５万人未満の市町村(21 市町村) 

（H27.10） 
①４市 
②３市 

 
①６市 
②11 市町村以上 

消費生活相談員を配置する市町村数 
（H27.4） 

15 市町 
 

17 市町村以上 

市町村の消費生活相談窓口の認知度 
｢名前も業務内容も知っている｣とした割合 

H25.11 
県民意識調査 

25.7％ 
 

30％以上 

｢消費者安全確保地域協議会｣を設置した市 
(人口５万人以上)の数 

- ６市 



(3) 悪質な事業者の監視・指導・取締りの強化 

指標項目 現況値 目標値（R2） 

全国消費生活情報ネットワークシステムを利用

して情報収集を行う市町村数 
（H27.4） 

９市 
 

27 市町村 

  
 

 



市町村推進プログラム 

 

都道府県名 岡山県 市町村名 岡山市 

 

計画期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日 

平成 26 年度末までに市町

村プログラムに則して実施

した活性化事業 

・ 消費生活相談体制の更なる充実のため、消費生活センターを設

置した。（平成 21 年度） 
・ 消費生活相談員の能力向上のため、研修参加機会を拡充した。

（平成 21 年度～平成 26 年度） 
・ 消費者行政担当職員の能力向上のため、研修参加機会を付与し

た。（平成 22 年度～平成 26 年度） 
・ 消費生活センター設置に伴い、消費生活相談員を４人から５人

に増員、及び取引指導監視員を１人配置した。（平成 21 年度） 
・ 相談・事業者指導体制拡充のため、取引指導監視員を１人から

２人に増員した。（平成 22 年度） 
・ 消費生活相談員の月額報酬を 15,200 円増額し、167,200 円と

した。（平成 25 年度～平成 26 年度） 
・ 取引指導監視員の月額報酬を 15,200 円増額し、167,200 円と

した。（平成 26 年度） 
・ 食品表示等の食の安全・安心の啓発強化のため、講演会の開催、

パンフレットの作成・学童を中心とした内容量に着目した出前

講座を実施した。（平成 21 年度～平成 26 年度） 
・ 高齢者を中心とした消費者被害を防止し、潜在している相談を

速やかに消費生活センターに接続するため、下記のとおり消費

者教育・啓発事業を実施した。（平成 21 年度～平成 26 年度） 
① 啓発グッズ（パンフレット等）の作成・配布 
② 高齢者を主な対象とした出前講座をより効果的に実施する

ための講座用機材（パソコン、スクリーン、プロジェクター

等）の整備 
③ テレビコマーシャル等の広報事業 

・ 若者の消費者被害を防止し、潜在している相談を速やかに消費

生活センターに接続するため、下記のとおり若者を対象とした

消費者教育・啓発事業を実施した。（平成 25 年度～平成 26 年

度） 
① 啓発グッズ（パンフレット等）の作成・配布 
② 啓発グッズを活用した出前講座内容の拡充 
③ インターネット媒体を活用した広報及び当事者である若者

との協働によるイベント実施 
・ 食品ロスの実態を把握するため、一般家庭におけるモニター調

査を実施し、食品ロス削減プログラムの作成・シンポジウムの



開催を行った。（平成 25 年度） 

総括・評価 

・ 平成 21 年度に消費生活センターを設置した。また平成 21 年度

以降、消費生活相談員及び取引指導監視員の増員を実施した。

その結果、センター設置後大幅に増加した相談にも適切に対応

できたほか、各種啓発・広報事業の効果もあり地域の相談窓口

として定着してきている。 
（相談件数） 

平成 20 年度：2,777 件（センター設置前） 
平成 21 年度：2,955 件 
平成 26 年度：4,203 件 

・ 平成 21 年度から、消費生活相談員の能力向上のため、研修参

加を支援した。その結果、あっせん解決の件数が増加（平成 20
年度：152 件→平成 26 年度：278 件）しており、消費生活相

談の対応能力や質が向上した。 
・ 平成 22 年度から消費者行政担当職員及び取引指導監視員の能

力向上のため、研修参加を支援した。その結果、消費生活出前

講座の内容充実・講師を担当できる職員数の増加により、講座

実施回数も大幅に増加した（平成 20 年度：44 回→平成 26 年

度：203 回） 
・ 消費者啓発・消費者被害の防止を目的として、各種啓発資材の

作成・配布や、高齢者・若者を対象とした出前講座の充実、

TVCM やインターネット媒体等の活用、啓発イベント実施等の

各種広報事業を積極的に展開した。その結果、消費生活センタ

ーの認知度が上昇※（平成 24 年度：91.4％→平成 26 年度：

97.0％）したほか、トラブルに巻き込まれた際の相談先として

消費生活センターを選ぶ人の割合が大幅に上昇※（平成 24 年

度：23.6％→平成 26 年度：62.9％）し、相談件数も大幅に増

加（平成 20 年度：2,777 件→平成 26 年度：4,203 件）するな

ど、消費生活センターが地域の相談窓口として定着してきてい

る。 
※出前講座参加者を対象としたアンケート調査結果による

（H24 年度以降実施） 
・ 食品ロス問題に対する市民の関心を喚起し、汎用性の高い食品

ロス教育プログラムを作成・公開できたことで、今後食品ロス

削減・環境問題に関する幅広い分野での活用が期待できる。 

「地方消費者行政強化作

戦」への対応 

＜政策目標１＞相談体制の空白地域の解消 
・ 平成 21 年度に、消費生活センターを設置済み。 
＜政策目標２＞相談体制の質の向上 
・ 平成 26 年度時点では消費生活相談員の資格保有率は 80％であ

ったが、国民生活センターの研修等への参加を支援することで



消費生活相談員のレベルアップを図り、平成 28 年度に資格保有

率 100％を達成した。 
・ 平成 21 年度以降、毎年度消費生活相談員の研修参加率は 100％

を維持しており、今後も相談員のレベルアップを図るため、相

談員全員に研修参加の機会を付与することを目指す。 
＜政策目標４＞消費者教育の推進 
・ 平成 28 年度に、消費者問題に関する市民アンケート調査の実施

や消費者教育のあり方検討会の設置等で、当市における消費者

教育の実態を把握した。 
・ 当市における消費者教育の実態を踏まえ、平成 29 年度に「岡山

市消費者教育推進計画」を策定した。 
＜政策目標５＞「見守りネットワーク」の構築 
・ 平成 27 年度から、見守り活動を実施している既存の地域団体に

対し、消費者安全確保地域協議会の設置を打診しており、平成

28 年度に 1 団体設置した。その後も設置団体を増やすため、広

報活動を継続中。 

消費者行政推進の方針 

＜平成 27 年度から平成 29 年度までの方針＞ 

・ 消費生活センターを維持する。 
・ 地域の身近な相談窓口である消費生活相談窓口として、消費生

活相談体制を維持・強化するため、研修参加の機会を確保し、

消費生活相談員のレベルアップを図る。 
・ 消費者教育を充実させるため、消費者教育推進員を新たに 1 名

配置する（教員ＯＢ）。 
・ 食品ロス削減の普及啓発事業は、交付金等活用期間経過後５年

間程度毎年度その効果を検証しながら自主財源により取り組

んでいく。 
・ 当市における消費者教育の実態を把握し、それを踏まえ、「岡

山市消費者教育推進計画」を策定し、消費者教育定着に向けた

取組を実施する。 

＜平成 30 年度以降の方針＞ 

・ 消費生活相談体制については、交付金等活用期間を経過した事

業から順次自主財源化を目指す。 
・ 出前講座等の消費者啓発・教育事業については、より効果的な

取組みに重点化しつつ、交付金等活用期間経過後も行う事業を

精査していく。 
・ 「岡山市消費者教育推進計画」に基づき、消費者教育・啓発を

行い、消費者教育定着に向けた取組を実施する。 

消費者行政推進の方針に則

して取り組む施策、目標 

・ 消費生活センターを維持する。 
・ 消費生活相談員の対応能力強化のため、研修参加の支援の継続

を図る。 



・ 基金を活用して配置・処遇改善した消費生活相談員等の体制・

報酬の維持を図る。 
・ 消費者行政担当職員の能力強化のため、研修参加の支援の継続

を図る。（平成 27 年度～平成 30 年度推進事業、平成 30 年度～

令和 2 年度強化事業、その後自主財源化） 
・ 平成 25 年度に処遇改善した消費生活相談員の月額報酬を維持

する。（平成 27 年度～令和 3 年度推進事業、その後自主財源化） 
・ 平成 26 年度に処遇改善した取引指導監視員の月額報酬を維持

する。（平成 27 年度～令和 4 年度推進事業、その後自主財源化） 
・ 平成 28 年度に採用した消費者教育推進員の月額報酬を維持す

る。（平成 28 年度～令和 6 年度推進事業、その後自主財源化） 
・ 平成 25 年度に作成した食品ロス削減プログラムを活用し、地

域での出前講座等により全市的な意識啓発を行う。 
・ 平成 29 年度に策定した「岡山市消費者教育推進計画」に基づ

き、消費者教育の担い手の育成など、消費者教育定着に向けた

取組を実施する。（平成 29 年度～令和 7 年度） 
・ 「岡山市消費生活条例」・「岡山市消費者教育推進計画」に基づ

き、出前講座を中心とした消費者教育・啓発事業について、内

容の充実・学校現場との連携の強化を図る。 

その他特記事項 

・ 消費者被害防止のため、庁内及び市内関係機関の連携を密にし

て対応する。 
・ 倫理的消費の普及・促進のため、庁内及び市内関係機関の連携

を密にして対応する。 

 















市町村推進プログラム 

 

都道府県名 岡山県 市町村名 玉野市 

 

計画期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

平成 26 年度末までに市町

村プログラムに則して実施

した活性化事業 

・消費生活相談体制強化のため，案内看板及びパーテーションを購

入し，相談スペースを設置（平成 21 年度） 
・消費者被害防止のためのパンフレットを作成し，全戸配布（平成

21 年度） 
・相談窓口及び相談コーナーの充実を図るため，専用のテーブルと

いす，パンフレットスタンド及び参考図書を購入（平成 22 年度） 
・児童・生徒向けに消費者被害防止のためのパンフレットを作成し，

市立の小中学校及び高等学校に配布（平成 22 年度） 
・担当職員の知識向上及び相談業務に対する技術向上を図るため，

研修に参加（平成 22 年度～平成 26 年度） 
・専門相談員による相談日を設け実施（平成 25 年度～平成 26 年度） 

総括・評価 

・平成 21 年度に相談コーナーを設置し，相談窓口を充実して以来，

相談件数が平成 21 年度 12 件から平成 26 年度 96 件と，徐々に増

加した。 
・平成 29 年度から平成 31 年度にかけて市立の小学生、中学生、高

校生に消費者教育をし、学生から祖父母等高齢者に特殊詐欺被害

防止のハガキを送付し消費者の安心・安全の確保につとめた。 

「地方消費者行政強化作

戦」への対応 

＜政策目標１＞相談体制の空白地域の解消 
・消費生活相談窓口設置済み 
＜政策目標２＞相談体制の質の向上 
・知識及び技術向上のため，担当職員の研修参加をサポート 
・相談件数が比較的多い月曜日に，専門相談員による相談日を設置 
＜政策目標５＞「見守りネットワーク」の構築 
・高齢者等の消費者被害防止を目指し，福祉関係及び保健関係部署

並びに警察等との連携を強化 

消費者行政推進の方針 

＜平成 27 年度から平成 29 年度までの方針＞ 

・相談日を設け，専門相談員による消費生活相談を維持 
・消費者被害を未然に防ぐため，啓発用パンフレット等を作成し，

活用する。 

＜平成 30 年度以降の方針＞ 

・相談日を設けて専門相談員が対応している消費生活相談について，

交付金等活用期間が経過後は，自主財源化を目指す。 
 令和元年度で交付活用期間終了となっため、令和 2 年度より自主

財源化。 
・高齢者等の消費者被害防止のために、交付金活用期間前半の H29



年度から令和元年度にかけて市立の小学生、中学生、高校生を通

して特殊詐欺被害防止のための啓発ハガキを送付した。交付金活

用期間後半の令和 2 年度より福祉関係部署や警察等と連携して啓

発ハガキの送付等の活動を継続する。 

消費者行政推進の方針に則

して取り組む施策、目標 

・相談日を設け，専門相談員による消費生活相談を維持 
・担当職員の知識向上及び相談業務に対する技術向上を図るため，

研修への支援を維持 

その他特記事項  

 



市町村推進プログラム 

 

都道府県名 岡山県 市町村名 総社市 

 

計画期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

平成 26 年度末までに市町

村プログラムに則して実

施した活性化事業 

・消費生活相談体制強化のため消費生活相談窓口を設置。月一回消

費者生活相談員による相談日を設置。 
・窓口強化のため相談員として生活安全業務嘱託員を設置（平成

24 年度～），平成 26 年度からは同嘱託員を消費生活専門相談員

有資格者とした。 
・高齢者の消費者被害防止のため老人会等で出前講座を開催して

いる（平成 24 年度～）。 
・消費生活問題研究協議会が主催する消費生活展において消費生

活相談コーナーを設け，相談窓口のＰＲを行っている（平成 24
年度～）。 

総括・評価 

・平成 23 年度には相談件数が 25 件だったが，平成 24 年度は 79
件，平成 25 年度は 150 件，平成 26 年度は 262 件，平成 27 年

度は 301 件，平成 28 年度は 316 件，平成 29 年度は 400 件，平

成 30 年度は 352 件となっており，相談窓口として定着してきて

いる。令和元年度の 2 月末時点では 266 件の相談を受けている。 
・消費生活講座を平成 24 年度 5 回，平成 25 年度 25 回，平成 26
年度 24 回，平成 27 年度 59 回，平成 28 年度 25 回，平成 29 年

度 61 回，平成 30 年度 29 回実施した。令和元年度は 2 月末時点

で 33 回実施している。 

「地方消費者行政強化作

戦」への対応 

＜政策目標１＞相談体制の空白地域の解消 
・消費生活相談窓口設置済。 
＜政策目標２＞相談体制の質の向上 
・平成 24 年度から，生活安全業務相談員として消費生活相談に従

事する嘱託員を配置。平成 26 年度からは同嘱託員に消費生活専

門相談員有資格者を配置し，また同年からＰＩＯ－ＮＥＴを配

備し活用している。 
・平成 27 年度からは，相談員レベルアップ事業を開始して相談員

を研修に参加させることで，窓口対応等の質の向上に取り組ん

でいる。令和元年度には相談員の外，事務担当職員も研修に参加

した。 
・平成 29 年 1 月 1 日からは総社市消費生活センターを開設し，消

費生活相談機能の充実と強化を図った。 
＜政策目標４＞消費者教育の推進 
・消費者被害に遭うリスクの高い高齢者を対象とした消費生活講

座を年間約 30 回程度実施。 



・市内の小・中・高等学校における消費者教育を図るため，消費生

活講座等の実施を検討。 
＜政策目標５＞「見守りネットワーク」の構築 
・本市には，「そうじゃみんなで見守るネットワーク」という名称

で，高齢者を中心とした要配慮者を日常的に見守る仕組みが存

在し，この仕組みの中で実際に消費者被害を未然に防止した例

もある。今後も連携を図り，消費者被害の未然防止に努めてい

く。 

消費者行政推進の方針 

＜平成 27 年度から平成 29 年度までの方針＞ 

・総社市民の身近な消費生活相談窓口として消費生活専門相談員

有資格者による相談窓口を維持する。 
・消費者教育に重点的に力をいれ，消費生活講座を実施する。 
 地域包括支援センターと連携を図り高齢者の見守り事業等を支

援する。 

＜平成 30 年度以降の方針＞ 

・消費生活相談体制については，基金を活用していない部分が主で

はあるが，今後も継続しつつ強化を図る。 
・出前講座等の啓発事業についてはより効果的な取組に重点をお

き基金活用期間終了後も継続して事業を展開していく。 

消費者行政推進の方針に

則して取り組む施策、目標 

・消費生活相談窓口の周知徹底及び維持。 
・消費生活専門相談員資格や消費生活アドバイザー等の資格を持

つ生活安全業務嘱託員の配置。 
・相談員の対応能力強化のため研修参加の支援の継続。 
・生活安全業務嘱託員の体制・報酬の維持。 
・高齢者の見守り事業との連携の維持・強化。 

その他特記事項 

・消費者被害防止のため，各部署との連携を密にして対応する。 

 





















市町村推進プログラム 

 

都道府県名 岡山県 市町村名 真庭市 

 

計画期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 10 年 3 月 31 日 

平成 26 年度末までに市町

村プログラムに則して実

施した活性化事業 

・ 相談件数の増加に伴い、平成 21 年 10 月から相談員を 1 名配

置し、消費生活相談員養成研修参加を支援した。（平成 21 年

度） 
・ 消費生活センター新設に向け、資格取得のため、相談員の研

修参加を支援した。（平成 22 年度） 
・ 消費生活センター新設に向け、環境を整備した。（平成 22 年

度） 
・ 消費生活相談員の身分を臨時職員から非常勤特別職とした。

（平成 22 年度～） 
・ 消費生活センターを新設した。（平成 23 年度） 
・ リーフレット配布などで、消費生活センター設置を広く市民

に周知した。（平成 23 年度） 
・ 消費者被害防止のため、弁護士を講師に消費生活講演会を開

催した。（平成 23 年度） 
・ 消費生活相談員の対応能力強化のため、研修参加を支援した。

（平成 24 年度～） 
・ 来る相談員の交代に向けて、平成 26 年 10 月から相談員 1 名

（臨時職員）を増員し、相談、啓発に対応した。（平成 26 年

度～） 

総括・評価 

・ 真庭市での相談件数は、平成 28 年度：253 件、平成 29 年度：

349 件、平成 30 年度：403 件と毎年多くの相談が寄せられて

おり（情報提供も含む）、地域の身近な相談窓口として定着し

ている。また、告知放送などで消費者被害につき注意喚起す

ることにより、市民から相談や情報提供などが寄せられ、早

期解決や被害防止に効果が現れている。 
・ 平成 27 年度末に相談員１名が退職したが、養成していた職

員と交代することができた。 
・ 相談員の研修参加支援事業により、近年複雑化していく相談

にも対応できるようになり、新しい事例に対応できる能力を

身に着け、相談の質が向上した。 
・ 消費生活相談体制の強化により、平成 30 年度における消費

生活相談員の助言やあっせん等による救済金額の総額が           

11,178 千円となった。 

「地方消費者行政強化作

戦」への対応 
＜政策目標１＞相談体制の空白地域の解消 
・ 平成 23 年度、消費生活センターを設置済み。 



 
＜政策目標２＞相談体制の質の向上 
・ 相談の質向上のため、相談員が国民生活センターの研修等に

参加し、レベルアップを図る。 
・ 相談員退職者の後任を、空白期間なく補充した。 

 
＜政策目標４＞消費者教育の推進 
・ 市内各地に相談員が出向き、消費生活出前講座を開催し、市

民に最新の事例や市内で実際に起きている手口などを紹介す

るとともに、それに対する対処法等を伝えることで、消費者

被害の未然防止に努めた。 
 

＜政策目標５＞「見守りネットワーク」の構築 
・ 高齢者見守りネットワーク「まにわのわ」に参加。消費者被

害に遭っている、遭う恐れのある高齢者がいる場合、ネット

ワーク内で連携し、消費生活センターへの相談につないでい

る。 
・ 令和 2 年度に消費者安全確保地域協議会を設置予定。 

消費者行政推進の方針 

＜平成 27 年度から平成 29 年度までの方針＞ 

・ 消費生活センターを維持する。 
・ 地域の身近な相談窓口である消費生活センターとして、消費

生活相談体制を維持・強化するため、消費生活相談員のレベ

ルアップを図る。 
・ 学校等教育関係機関と連携し、若い世代に向けて、消費者教

育を推進していく。 

＜平成 30 年度以降の方針＞ 

・ 消費生活相談体制については、交付金等活用期間を経過した

後も、消費生活センターの質の向上を目指す。 
・ 民法改正による 2022 年の成年年齢引き下げを見据え、さら

に若年層への消費者教育を推進する。 
・ 協議会を設置し、見守りネットワークの更なる強化を図る。 

消費者行政推進の方針に

則して取り組む施策、目標 

・ 消費生活相談員や担当職員の人材育成及び対応能力強化のた

め、研修参加の支援継続を図る。 
・ 多様化・複雑化する相談対応のため、より専門的な能力の向

上を図る。 
・ 消費者教育推進のため、若者向け、高齢者向け等世代に応じ

た講座の開催及び啓発資料の配布を行う。 
・ 民生委員やケアマネージャー等、見守る側に対しても出前講

座による消費者教育を行う。 
・ 庁内各課と情報共有、連携をより密にし、消費者被害防止に



取り組む。 
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